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１．専攻科の概要 

 

１－１ 総説 

 専攻科は、高等専門学校を卒業した者に対して、「精深な程度において、特別の事項を教授し、そ

の研究を指導する」ことを目的として平成３年の学校教育法の改正により創設された新たな２年間の

専門課程です。 

 専攻科の修了者は、一定の要件を満たせば大学評価・学位授与機構に申請し、学士の学位を取得す

ることができ、同時に大学院への入学資格を得ることができます。 

 本校専攻科は、５年間の高専教育の基礎のうえに、さらに高度の専門的学術を教授研究し、創造的

専門学力、技術開発能力及び経営管理能力を有する開発型技術者を育成することを目的としています。     

 

 

１－２ 専攻科の沿革 

 

昭和38年 4月 1日 神戸市立六甲工業高等専門学校を設置 

（昭和41年4月1日神戸市立工業高等専門学校に名称変更） 

平成10年 4月 1日 専攻科（電気電子工学専攻・応用化学専攻）を設置 

平成12年 4月 1日 専攻科（機械システム工学専攻・都市工学専攻）を設置 

平成20年10月22日 専攻科設立10周年記念式典を挙行（記念誌の発刊） 

平成30年11月 2日 専攻科設立20周年記念講演会を開催（記念誌の発刊） 

 

 

１－３ 教育の特徴 

 学校教育法の改正により、高専に新しく設置された専攻科では、「深く専門の学芸を教授し職業に

必要な能力を育成すること」を目的とする高専制度の基本を変えず、高専教育の「アイデンティテ

ィ」を保持しながら、「精深な程度において特別の事項を教授し、その研究を指導する」ことを目指

しています。 

 本校の専攻科も設置目的は他高専と同じではありますが、その教育方針には次のような独自の特色

を揚げています。資源量の少ないわが国が、科学技術をもって世界に肩をならべ、発展を持続させて

いくためには、高度に技術化され情報化された産業技術に対応した高度な教育が必要です。 

 専攻科においては、実践的な専門技術者の育成を目指す５年間の高専教育の上に立ってさらに工学

の各分野に造詣の深い教授陣が専門の学問を教授し、学術的な研究を指導して、研究開発能力、問題

解決力を備え、広く産業の発展や地域産業の活性化に寄与することのできる高度な技術者を育成しま

す。本専攻科の修了生には、学士の学位取得の途が開かれており、次代の産業技術を支える実力と技

術開発の先導性を培う教育を推進します。 

 

（１）機械システム工学専攻 

専攻科課程では、準学士課程で身につけた専門の基礎をもとに、さらに２年間精深で広範な専門教

育を施すことにより、自らが技術的課題を発見し解決することができる柔軟な思考力・創造力および

鋭い洞察力を持つ開発型技術者の養成を目指している。座学において、専門分野をより深めた応用的

内容を教授し、より高度で幅広い理論と技術を修得させるとともにその科学的思考力を養っている。 

専攻科ゼミナ－ルや２年間の専攻科特別研究において、少人数教育による自発的学習を促し、さら

に調査・研究能力を高め、複合的視点で自ら問題を発見し、機械システムを解析的・総合的に解決で

きる開発型技術者を養成している。また、プレゼンテ－ション形式の授業を一部で取り入れ、コミュ

ニケ－ション力のさらなる向上をはかっている。これらの総まとめとして、各種の学会で多くの機械

システム工学専攻学生が発表している。 

 

（２）電気電子工学専攻 

高専の電気工学、電子工学系学科の卒業生に対して、さらに２年間精深かつ広範な専門教育を行う
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ことにより、独創性を持つ研究開発技術者の育成を目指している。 

最近の電気電子工学分野のめざましい発展は、私たちの生活を豊かで便利なものにしてきた。その

中心をなすエネルギーや情報関連の新技術の開発はますます重要性を増してきている。また、それら

を支える材料、半導体、計測、制御などの技術分野の開発も重要である。本専攻では、このような分

野に関連する科目を適宜配置し、高専本科での教育を基礎として、より高度な内容を教授する。 

また、実験やゼミナール等を取り入れ、実践的教育も重視している。さらに基礎的な技術教育のう

えに、先端技術に関する研究テーマを個別に設定し、研究の計画立案から学会での成果報告まできめ

細かい指導を行うことにより、研究開発能力の育成をはかっている。 

 

（３）応用化学専攻 

応用化学専攻のカリキュラムは、準学士過程においてコアとした５つの専門分野（有機化学、無機

化学・分析化学、物理化学、化学工学、生物工学）の学習教育目標をより高いレベルで到達させるよ

う、応用力の向上や他教科との関連を意識した専門性豊かな内容となっている。また、少人数でのゼ

ミナールによって英語論文に馴染ませたり、２年間にわたる専攻科特別研究の成果を関連学会や産金

学官技術フォーラムで発表させたりするなどして、研究開発能力とプレゼンテーション能力の向上に

努めている。 

さらに、一般教養科目の受講による幅広い分野の知識の修得、および専攻科特別実習（インターン

シップ）による企業や大学における先端技術に触れることができるカリキュラム編成となっている。

これらを通じて専攻科の養成すべき人物像（複合的視点で創造、問題発見、問題解決ができる創造性

豊かな開発型技術者）の実現を目指している。 

 

（４）都市工学専攻 

都市工学専攻(Department of Civil Engineering)では、都市（まち）の「環境」やその保全、

人々が暮らす安全・快適で美しい「都市空間」をデザインする方法、災害から都市を守る「防災」な

どの応用的な工学について学ぶ。 

神戸市は緑豊かな六甲山系を抱え、温暖な瀬戸内海に面し、東西に長い地域に街が形成されている。

21 世紀に向けた都市（まち）造りには、恵まれた自然環境を充分に活用する必要がある。自然環境

は土砂災害、地震、高潮などの自然災害の源ともなり、また急速な都市化は新たな都市災害を生じる

ことにもなる。今後は防災機能を備え、少子・高齢化社会、福祉社会に対応した豊かな自然環境を織

り込んだ都市（まち）造りが期待されている。 

従来の土木工学、環境工学を基礎とし本科で修得した専門的知見に加え、防災、水圏・地圏におけ

る環境保全、自然や市民に配慮した街作りに関連する教育・研究を行うことにより、自ら課題の発

見・解決できる技術者の育成を目指している。 

 

 

１－４ 養成すべき人材像 

 専門分野の知識・能力を持つと共に他分野の知識も有し、 培われた一般教養のもとに、 柔軟で

複合的視点に立った思考ができ、 問題発見、 問題解決ができる創造性豊かな開発型技術者を養成

する。 

 

（１）機械システム工学専攻 

数学、自然科学、情報処理技術、計測技術、電気電子応用技術、加工技術、設計法等の基礎技術を

修得し、培われた一般教養のもと、設計や製作において複合的視点で創造、問題発見、問題解決がで

きる創造性豊かな開発型技術者を養成する。 

 

（２）電気電子工学専攻 

数学、自然科学、情報処理技術、電磁気学、電気回路、エレクトロニクス、実験等により専門技術

を修得し、培われた一般教養のもと、柔軟な思考ができ、複合的視点で創造、問題発見、問題解決が

できる創造性豊かな開発型技術者を養成する。 
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（３）応用化学専攻 

数学、自然科学、情報処理技術に加え、物質の基本を十分理解し、新しい物質作りに応用できる専

門学力を修得し、培われた一般教養のもと柔軟な思考ができ、複合的視点で創造、問題発見、問題解

決ができる創造性豊かな開発型技術者を養成する。 

 

（４）都市工学専攻 

数学、自然科学、情報処理技術、構造力学、水理学、土質力学、計画、環境に関連する専門技術に

重点を置き、培われた一般教養のもと、柔軟な思考ができ、複合的視点で課題の発見、問題解決がで

きる創造性豊かな開発型技術者を養成する。 

 

 

１－５ 修了時に身につけるべき学力や資質・能力（学習・教育目標） 

(A) 工学に関する基礎知識と専門知識を身につける。 

(A1) 

 

(A2) 

 

(A3) 

 

(A4) 

 

数 学 

 

自 然 科 学 

 

情 報 技 術 

 

専 門 分 野 

 

工学的諸問題に対処する際に必要な線形代数、微分方程式、ベクトル解析、確率

統計などの数学に関する知識を身につけ、問題を解くことができる。 

工学的諸問題に対処する際に必要な力学、電磁気学、熱力学などの自然科学に関

する知識を身につけ、問題を解くことができる。 

工学的諸問題に対処する際に必要な情報技術に関する知識を身につけ、活用する

ことができる。 

各専攻分野における工学基礎と専門分野の知識・技術を身につけ、活用すること

ができる。 

(B) コミュニケーション能力を身につける。 

(B1) 

 

(B2) 

 

(B3) 

 

(B4) 

 

論理的説明 

 

質 疑 応 答 

 

日 常 英 語 

 

技 術 英 語 

 

技術的な内容について、図、表を用い、文章及び口頭で論理的に説明することが

できる。 

自分自身の発表に対する質疑に適切に応答することができる。 

 

日常的な話題に関する英語の文章を読み、聞いて、その内容を理解することがで

きる。 

英語で書かれた技術的・学術的論文の内容を理解し、日本語で説明することがで

きる。また、特別研究等の研究に関する概要を英語で記述することができる。 

(C) 複合的な視点で問題を解決する能力や実践力を身につける。 

(C1) 

 

(C2) 

 

 

(C3) 

 

(C4) 

 

応用・解析 

 

複合・解決 

 

 

体力・教養 

 

協調・報告 

 

工学基礎や専門分野の知識を工学的諸問題に応用して、得られた結果を的確に解

析することができる。 

与えられた課題に対して、工学基礎や専門分野の知識を応用し、かつ情報を収集

して戦略を立てることができる。また、複合的な知識・技術・手法を用いてデザ

インし工学的諸問題を解決することができる。 

技術者として活動するために必要な体力や一般教養を身につける。 

 

特定の問題に対してグループで協議して挑み、期日内に解決して報告書を書くこ

とができる。 

(D) 地球的視点と技術者倫理を身につける。 

(D1) 

 

(D2) 

 

技術者倫理 

 

異文化理解 

工学技術が社会や自然に与える影響を理解し、また、技術者が負う倫理的責任を

自覚し、自己の倫理観を説明することができる。 

異文化を理解し、多面的に物事を考え、自分の意見を説明することができる。 
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※「(A4) 専門分野」の専攻別細目 

 

（１）機械システム工学専攻 

① 機械工学的諸問題に対処する際に必要な材料に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・機械工学的諸問題に対処する際に必要な材料および材料力学に関する基礎知識と発展的な知

識を身に付け、活用できる。 

 

② 機械工学的諸問題に対処する際に必要な熱力学および流体力学に関する基礎知識を身につけ、

活用できる。 

・熱流体に関する各種物理量の計測法を理解し、実際に計測し評価できる。 

・理想化された熱流体および実際の熱流体の移動を数式で表し、それを用いて熱流動現象を説

明できる。 

・各種熱機関の特性を理解し、エネルギー変換技術における性能改善のための指針を提案でき

る。 

 

③ 機械工学的諸問題に対処する際に必要な計測および制御に関する基礎知識を身につけ、活用で

きる。 

・研究開発、応用設計、製造等を行う際に必要な計測の基礎知識を身につけ活用できる。 

・研究開発、応用設計、製造等を行う際に必要な計測の専門知識を身につけ活用できる。 

・研究開発、応用設計、製造等を行う際に必要な制御の専門知識を身につけ活用できる。 

 

④ 機械工学的諸問題に対処する際に必要な生産に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・工業材料、先端材料の成形加工法に関する専門知識を修得し、材料加工や生産加工に活用で

きる。 

・切削加工に関する専門知識や先端加工技術を修得し、生産技術として応用できる。 

・生産に関する専門的かつ総合的な知識および技術を修得し、生産システムの構築ができる。 

 

（２）電気電子工学専攻 

① 電気電子工学分野に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・電磁気学に対する理解をより深め、応用力を養う。 

・高電圧の発生方法ならびに測定方法を理解することができる。 

・集中・分布定数回路をコンピュータを用いて解析することができる。 

・離散フーリエ変換、逆離散フーリエ変換を理解し、応用することができる。 

 

② 物性や電子デバイスに関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・光の波動的性質、および光を導波する光ファイバの原理、特性、応用などを理解する。 

・光デバイスの原理や応用技術を理解する。 

・人間生活と照明及び環境と照明について理解する。 

・プラズマについての基礎特性や計測技術について理論する。 

 

③ 計測や制御に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・光センサの原理を理解し、具体例の問題解決能力を身につける。 

・放射線計測の手法理解し、医療機器などの産業応用に関して学習する。 

・最適制御、ロバスト制御などの設計理論を理解する。 

 

④ 情報や通信に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・ディジタル信号処理の基礎的な考え方を理解する。 

・一般的なアルゴリズムやそれを実現するためのデータ構造を理解する。 
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・画像処理の基礎及びコンピュータグラフィクスの基礎を理解する。 

 

⑤ エネルギー、電気機器、設備に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・電力変換装置や電力用デバイスの基礎を理解する。 

・現状のエネルギー変換の基本をなす熱力学について理解することができる。 

 

（３）応用化学専攻 

① 有機化学関連分野に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・有機反応機構を説明できるとともに、有機金属錯体の構造や反応を理論的に説明できる。 

・高分子化学の基本知識をより理解を深めるとともに、機能性高分子材料についても説明でき

る。 

 

② 無機化学・分析化学関連分野に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・無機化学物質の各種合成法の特徴を説明できる。 

・無機材料合成の基礎となる相平衡や錯体の合成法を説明できるとともに、無機化学物の潜在

危険性を理解し安全に取り扱える。 

・大気浮遊物質の性状や環境に対する影響など大気環境に関する諸問題の概要を説明できる。 

 

③ 物理化学関連分野に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・原子・分子の電子状態に起因する現象、分光学等が定性的に理解できる。 

・化学反応の基礎理論を説明できるとともに、量子化学計算を用いて遷移状態の構造を予測で

きる。 

・電気化学反応の基礎理論を説明できるとともに、その応用例の概要を説明できる。 

 

④ 化学工学関連分野に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・化学工学単位操作の基礎理論の理解を確実なものにするとともに、それを応用した各種装置

の概要を説明でき、装置設計に活かせる。 

・熱力学のうち化学技術者に必要な分野に関する熱力学計算ができる。 

 

⑤ 生物工学関連分野に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・生物工学の基礎を理解しながら分子生物学と遺伝子工学の基礎と応用について理解できる。 

 

（４）都市工学専攻 

① 設計に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・構造物の設計に関する製図法を修得し、設計に活用できる。 

・各種調査・分析手法ならびに構造物の設計手法を理解し、設計に活用できる。 

 

② 力学に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・構造力学、水理学、土質力学に関する諸定理を理解し、応用的解析に活用できる。 

 

③ 施工に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・コンクリート構造および地盤基礎調査法に関する理論を理解し、施工に活用でき 

る。 

 

④ 環境に関する基礎知識を身につけ、活用できる。 

・自然災害や環境問題のしくみを理解し、社会基盤整備に活用できる。 

・修得した工学的技術を用いて、各種問題の具体的な解決方法を提示できる。 
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１－６ 教育課程 

 教育課程は単位制を基本とし、各科目の講義は原則として学期毎に完結するため、２年間の教育期

間は、１５週を単位とする４学期に分割されています。 

 

 

１－７ 学年・学期 

（１） 学 年    ４月１日 ～ 翌年３月３１日 

（２） 学 期  （前期）  ４月１日 ～ ９月２９日 

          （後期） ９月３０日 ～ ３月３１日 

 

 

１－８ 休業日 

 （１） 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

 （２） 日曜日及び土曜日 

 （３） 学年始休業     ４月 １日 ～ ４月 ４日 

 （４） 夏季休業      ８月１２日 ～ ９月２７日 

 （５） 冬季休業     １２月２６日 ～ １月 ５日 

 （６） 学年末休業     ３月２０日 ～ ３月３１日 

 （７） 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が定める日 

 

 

１－９ 記念日 

 （１） 創立記念日     ６月 ３日 
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２．履修に関すること 

 

 専攻科では、一般の大学と同じように単位制を基本としています。専攻科を修了するためには６２

単位以上を修得する必要があります。そのため、本校では、７９～８７単位の科目（特別研究、実験

を含む）を開設しています。このうち、必修科目は専攻にかかわらず必ず履修しなければなりませ

ん。したがって、学生諸君は、修了するまでにどの科目を修得すべきかを選択しなければなりませ

ん。また、選択した科目を受講するためには、受講申請を行う必要があります。 

以下にその概要と手続きについて述べます。 

 

２－１ 科目の単位と時間数 

 

 専攻科のカリキュラムは「一般教養科目」と、専門共通科目及び専門展開科目の「専門科目」から

成っています。 各授業科目の履修は単位制により実施しており、講義、演習、実験、実習により行

われます。４５分を１単位時間として、次の基準により単位数を計算します。 

 

講 義 科 目  半期毎週２単位時間の授業で２単位 

         （上記の講義以外に６０単位時間の自己学習が必要） 

 

演 習 科 目   半期毎週２単位時間の授業で１単位 

         （上記の講義以外に３０単位時間の自己学習が必要） 

 

実験・実習科目  半期毎週３単位時間の授業で１単位 

 

特 別 実 習 （国内）就労日数15日以上かつ総就労時間120時間以上をもって２単位 

        （国外）就労日数10日以上かつ総就労時間80時間以上をもって２単位 

 

 このように単位時間が科目によって異なるので注意してください。コミュニケーション英語、専攻

科ゼミナールI，II、メカニカルエンジニアリング演習及び専攻科特別研究I，IIは「演習科目」、エ

ンジニアリングデザイン演習は「実験・実習科目」、他の科目は「講義科目」に区分します。専攻科

特別実習(インターンシップ)は、夏季休業中に企業等に派遣し実施します。 

 

２－２ 受講手続 

 

 授業を履修するには「履修届」を学生係が指定する日時までに提出しなければなりません。選択科

目の中からどの科目を履修するかは、特別研究担当教官および専攻主任の指導に従い、各自で履修計

画をたて決定してください。 

 

２－３ 試験と単位の認定 

 

試験は、原則として授業の終了する学期末に行われます。試験の実施期日・時間等は、そのつど校

内メ－ル及び担当教官から連絡します。合格とならなかった科目のうち、修得する必要がある科目

（必修科目）は、原則として再受講しなければなりません。 授業科目の単位認定（試験等）につい

ては、授業科目担当教官が行います。 

 

２－４ 専攻科修了要件 

 

(1) 専攻科を修了するためには、６２単位以上（一般科目８単位以上、専門科目４６単位以上）を修

得しなければなりません。 

(2) 大学で修得した単位については、申請により１６単位（ただし、専攻に係る科目以外の科目は８

単位）を限度に本校専攻科での修得単位として認定されます。すなわち、この加算後の修得単位

数が６２単位以上あれば専攻科を修了することができます。 
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(3) 他専攻の専門展開科目を履修し、単位を取得することができます。ただし、当該専攻の修了要件

の単位に含めることができるのは６単位までです。 

 

２－５ 修業年限 

 

 専攻科の修業年限は２年で、４年を超えて在学することはできません。 

 ただし、休学期間は在学期間に含まれません。 

 

２－６ 学位（学士号）の取得 

 

 学位を取得するためには、本科（４、５年）と専攻科において、学士課程４年間に相当する学修を

体系的に履修し、かつ、大学改革支援・学位授与機構の定める修得単位に関する基準を満たしている

かを審査されます。 

→ 修得単位について審査されます。 

 

 学修総まとめ科目（特別研究Ⅱ）において、学士課程４年間に相当する学修の総括が行われ、学士

の学位の授与に値する学修の成果が得られているかを審査されます。 

→ 学修総まとめ科目の「履修計画書」および「成果要旨」を提出します。 

 

 学位授与申請は、修了見込み年度の１０月に必要書類一式と学位審査手数料を添えて大学改革支

援・学位授与機構に申請することになります。学修総まとめ科目の単位取得後、必要書類一式を再度

大学改革支援・学位授与機構に申請することになります。 

 なお、単位修得見込みで申請した科目については、修得後、速やかに単位修得証明書を提出しなけ

ればなりません。 

 取得できる学位は、「学士（工学）」です。 

 

 

＊１ 大学改革支援・学位授与機構 

 

 国立学校設置法（昭和24年法律第150号）に基づき、平成３年７月１日に設置された国の機関であ

る大学評価・学位授与機構を前身とし、平成28年４月１日付けで国立大学財務・経営センターと統合

して設立されました。「学校教育法に定めるところにより、学位（学士、修士、博士）を授与するこ

と。大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する調査研究及び学位の授与を行うために必

要な学習の成果の評価に関する調査研究を行うこと。」などを目的としています。 

 

 

＊２ 学校教育法（昭和22年３月31日法律第26号）第104条 第４項第１号 

（旧 第68条の２ 第４項第１号） 

 

 ［抜 粋］ 短期大学若しくは高等専門学校を卒業した者又はこれに準ずる者で、大学における一

定の単位の修得又はこれに相当するものとして文部科学大臣の定める学習を行い、大学を卒業した者

と同等以上の学力を有すると認める者 「学士」 

 

 

＊３ 学位規則（昭和28年４月１日文部省令第９号）第６条第１項                                                          

 

［抜 粋］ 法第68条の２第３項の規定による同項第１号に掲げる者に対する学士の学位の授与

は、大学改革支援・学位授与機構の定めるところにより、高等専門学校を卒業した者で、高等専門学

校に置かれる専攻科のうち大学改革支援・学位授与機構が定める要件を満たすものにおける、一定の

学修を行い、かつ、大学改革支援・学位授与機構が行う審査に合格した者に対し行うものとする。 
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３．大学での科目の受講及び単位取得に関すること 

 

 専攻科を修了するためには、本校専攻科が開設した科目の中から６２単位以上を修得する必要があ

ります。その６２単位のうち、他の大学との交流を図り広く教養を身につける観点から、学園都市単

位互換講座で修得した単位についても、１６単位を限度に本校専攻科での修得単位として認定されま

す。ただし、専攻に係る科目以外の科目については、８単位を越えない範囲で認定されます。 

 

 

３－１ 学園都市単位互換講座の履修について 

 

 学園都市および周辺にある７つの大学等「流通科学大学、神戸市外国語大学、兵庫県立大学神戸学

園都市キャンパス、神戸芸術工科大学、兵庫県立大学明石キャンパス、神戸市看護大学、神戸市立工

業高等専門学校」がお互いに提供した授業科目を学習したことについて、それぞれ所属する学校（神

戸高専）における履修とみなし、単位の修得を認定する制度です。 

学園都市単位互換講座には、① ＵＮＩＴＹ（学園都市駅前「ユニバープラザビル」）で時間外

（原則として１８：１５～１９：４５）に開講される『特別科目』と、②各大学等に行って履修する

『学内提供科目』の２種類あります。なお、履修の可否については開設大学等に権限がありますの

で、履修申請しても履修が許可されるとは限りません。 

 

Ⅰ．申込者の資格 

(1) 神戸研究学園都市大学連絡協議会に加入している大学及び高等専門学校専攻科に所属する学

生で所属大学等が許可すれば、誰でも受講資格があります。ただし、科目の性格から既履修

科目や学年等の条件がある場合があります。 

(2) 所属大学により、単位認定可能な講義の種類や単位数等が異なります。詳細は学生係に問い

合わせください。 

 

Ⅱ．出願方法等 

(1) 学生係の窓口で、毎年３月下旬の所定の期間に受け付けます。学生係の指示に従って手続き

を行ってください。 

(2) 提出書類は、「学園都市単位互換講座出願票」のみです。１科目につき１枚記入してくださ

い。（２科目以上履修する方は、出願票をコピーして下さい） 

(3) 受講料は無料です。 

 

Ⅲ．履修許可及び履修手続き 

(1) 科目開設大学等は、学園都市単位互換講座出願票に基づき選考を行います。 

(2) 選考結果は、４月中旬に学生係を通じて連絡します。 

（※定員等の都合により許可されない場合があります。） 

(3) 前期については、履修者の確定が授業開始後になりますので、注意して下さい。 

(4) 科目によっては科目開設大学で別の手続きが必要な場合があります。この場合は、指示に 従

って手続きを行ってください。 

 

Ⅳ．身分・成績等の取扱い 

(1) 履修を許可された学生は、科目開設大学の「特別聴講学生」となります。 

(2) 講義を受ける時の注意や試験の実施方法等は、科目開設大学の指示に従ってください。 

(3) 単位の認定や成績は、学生係を通じて連絡します。 

 

Ⅴ．開講科目 

(1) 詳細は単位互換講座募集ガイドを参照してください。 

(2) 本校開講科目は、専攻科での単位であり、大学での単位とは認定されませんので注意してく

ださい。 
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 《特別科目》 

 ＵＮＩＴＹ（学園都市大学共同利用施設）の教室で放課後、開講される科目です。 

 開講期間・科目・時間割等は「単位互換講座募集ガイド」を参照してください。 

 開講期間は、所属大学(神戸高専 専攻科)と異なりますので注意してください。 

 

 《学内提供科目》 

 開講している大学のキャンパスで履修する科目です。 

 講義の期間や時間、休講基準については、科目開設大学の規定によります。 

 提供科目・開講期間・時間割等は「単位互換講座募集ガイド」及び ３月末に配布する「単位

互換講座時間割」を参照してください。 

 開講時間は通常の授業時間帯（9:00～16:20）の間になります。 

 

 

※単位互換講座 休講等の連絡は、ＵＮＩＴＹ掲示板 及び 専攻科棟掲示板・校内Ｅ-メールで、

又、科目開設大学の掲示板で確認して下さい。 
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４．学位授与申請に関すること 

 

４－１ 学位授与制度とは 

短期大学及び高等専門学校の卒業者など、高等教育機関において一定の学習を修め、その「まとま

りのある学修」の成果をもとに、さらに大学の科目等履修生制度などを利用して所定の単位を修得し、

かつ大学改革支援・学位授与機構が行う審査の結果、大学卒業者と同等以上の学力を有すると認めら

れた者に対して、学士の学位が授与されます。 

本校の専攻科は、大学教育に相当する水準の教育を行っていることを大学改革支援・学位授与機構

が認定した専攻科（認定専攻科）であり、当専攻科において修得した単位は基礎資格を有する者に該

当した後に修得した単位として使用することができます。ただし、学園都市単位互換講座で履修・

修得した科目は学位申請の単位として認定されていません。学位申請の単位として認定されるのは、

所属する専攻の科目表に記載された科目のみとなりますので、各自責任をもって確認して下さい。 

なお、学位授与申請は、個人で必要書類を作成しますが、申請は学校から一括して行いますので、

期限を守ってください。学位授与に関する詳細な情報は、大学改革支援・学位授与機構のwebページ

(http://www.niad.ac.jp/)を参考にしてください。また、しおりの２－６ 学位（学士号）の取得

を参照して下さい。 

 

 

 

４－２ 学位授与までの主なスケジュール 

 

■専攻科２年 

 ４月    専攻科特別研究II 履修 

   第1回学位授与申請ガイダンス 

８月  第2回学位授与申請ガイダンス 

９月  学位授与電子申請（各自でWeb入力） 

       学修総まとめ科目履修計画書作成（A4 2ページ 2400～3000文字程度） 

１０月  学位授与申請書送付（学校一括で郵送） 

 ２月  専攻科特別研究II 単位取得 

学修総まとめ科目成果報告書作成（A4 2ページ 2400～3000文字程度） 

       成績証明書等送付（学校一括で郵送） 

 ３月  学位記授与（修了式） 
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５．学生生活に関すること 

 

５－１ 専攻科生の学生生活に関する注意点 

(1) 専攻科学生に関する諸規定は本科学生に準ずることを原則とします。 

（※校則違反者は特別指導の対象となります） 

 

(2) 自動車、自動二輪車、原動機付自転車による通学は原則禁止です。ただし、特別な事情により乗

り入れを必要とする場合は、「自動車乗入許可願」を各専攻主任経由で専攻科長に提出して許可

を受けることができます。 

 

(3) 校内での喫煙は禁止です。 

 

(4) クラブ及び同好会に加入することができます。ただし、加入届をクラブ顧問へ提出すること。 

 

(5) 新たに必要となる規程や運用上の問題については、専攻科運営委員会において、検討・策定しま

す。 

 

５－２ 専攻科生の研究活動に関する注意点 

(1) 校内における時間外の研究活動を希望する場合は、「施設・設備 時間外利用 許可願」を提出し

て下さい。指導教官不在での居残りはできません。 

 

(2) 指導教官の付き添いなしで校外での研究活動を希望する学生は、「学外実習届（研究用）」を提

出し、所定の手続きをとってください。 

 

 

６．情報資産の取り扱いについて 
 

 学会発表や研究会参加など、研究活動においてパソコンやメモリーを持ち出す場合は、以下のこと

を厳守するようにしてください。 

 

(1) 情報資産が含まれているパソコンやメモリー、書類等は、盗難や紛失を絶対にしないよう細心の

注意を払う。 

 

(2) 持ち出すパソコンやメモリー、書類等に含まれる情報は、必要最小限の情報に限定する。（研究

活動において、不必要な情報は削除しておく。） 

 

(3) パソコンやメモリーには、必ずパスワードをかけて他者が自由に閲覧できないようにする。 

 

(4) パソコンやメモリーを持ち出す際、及び、持ち出しを終えた後には、必ずウィルスチェックをす

る。 

 

(5) 本校で管理していないメモリー等を研究活動において使用する際は、ウィルスチェックを行った

あとに使用する。 

 

(6) 学会等への発表登録の際、学生の名前など個人情報が含まれる場合は、事前に該当する学生に

確認する。 

 

その他の場合は、「神戸市立工業高等専門学校個人情報管理規程」に従って、適切に対応してくだ

さい。なお、パソコン等を紛失や盗難された場合は、すぐに教務主事（研究担当）に連絡してくださ

い。 
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７．神戸市立工業高等専門学校専攻科特別実習要項 

 
（趣旨） 

第１条 神戸市立工業高等専門学校専攻科の授業科目の履修等に関する規程第２条に規定する専攻科特別
実習（以下「特別実習」という。）の実施については、この要項に定めるところによる。 

 
（目的） 

第２条 特別実習は、企業又は官公庁において技術体験を通じて実践的技術感覚を体得させるとともに、
技術体験で得た学修成果を専攻科の修学に生かすことを目的とする。 

 
 （計画・実施） 
第３条 特別実習は、専攻主任を中心に計画し、校長の許可を得て実施するものとする。 
 

（実施の期間） 
第４条 特別実習の期間は、国内で15日以上かつ120時間以上、国外で10日以上かつ80時間以上とする。 
 

（経費） 
第５条 特別実習に要する費用は、原則として特別実習を行う学生（以下「特別実習生」という）の負担

とする。 
 
 （実施責任者） 
第６条 特別実習を円滑に実施するため、専攻主任を実施責任者とする。 
 

（指導教員の業務） 
第７条 指導教員は、専攻主任の指示のもとに、次の業務にあたる。 

(1) 特別実習生の受入先事業所等の選定 
(2) 特別実習生の受入先事業所等の実習指導者の指定 
(3) 特別実習生の受入先事業所等への配属 
(4) 特別実習内容、テーマ等に関する指導・助言 
(5) 特別実習における安全管理（傷害保険への加入指導を含む。）、就業心得等の事前指導 
(6) 特別実習中に発生した事故又は異常事態の処置及び報告 
(7) 特別実習生の受入先事業所等との連絡調整 
(8) その他必要な事項 

 
（実地指導） 

第８条 専攻主任又は指導教員は、必要に応じ特別実習生に対し、受入先事業所等において実地指導を行
うものとする。 

 
（報告） 

第９条 特別実習生は、特別実習修了後直ちに、次に掲げる書類を指導教員、専攻主任及び専攻科長を経
て校長に提出しなければならない。 
(1) 特別実習証明書（様式１） 
(2) 特別実習報告書（様式２）又は事業所等の書式により事業所等に提出した報告書の写 
(3) 特別実習日誌（様式３） 

２ 特別実習生は、専攻科が行う特別実習報告会において特別実習内容を発表しなければならない。 
 

（成績評価及び単位の認定） 
第10条 特別実習の成績の評価は、次によるものとする。ただし、第４条に定める特別実習期間を満了し

ない場合は、この限りでない。 
(1) 特別実習の成績は、前条に定める報告等に基づき総合的に判断し評価する。 
(2) 評価は、合格又は不合格とし、合格の場合は、特別実習の単位を認定する。 

 （雑則） 
 
第11条 この要項に定めるもののほか、特別実習に関し必要な要項は、専攻科長と専攻主任との協議を経

て、校長が定めるものとする。 
 
 
  附  則 
この要項は、平成10年４月１日から施行する。 

平成25年4月1日に第4条改訂。 
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